
名張市社会福祉法人連絡会 災害時における相互支援に関する協定書 

 

名張市社会福祉法人連絡会に加入する社会福祉法人（以下「会員法人」という。）が経営

する施設において、地震等の自然災害や火災、感染症等（以下「災害」という。）で被害を

受けた場合、会員法人間で支援活動が迅速かつ効果的に行われるよう、その支援に関し、次

のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害で被害を受けた場合において、会員法人が相互に協力し、支援活

動を円滑に実施し、施設利用者等の安全の確保及び施設の安定的な運営等を図ることを

目的とする。 

 

（支援の内容） 

第２条 支援が可能な会員法人（以下「支援法人」という。）は、支援を必要とする施設（以

下「被災施設」という。）に対し、次に掲げる支援を行うものとする。 

（１）被災施設の利用者の受入れ 

（２）被災施設への生活物資等の提供及び職員の派遣 

（３）その他必要と認められる支援 

２ 支援法人は、被災施設の利用者を受け入れた施設（以下「受入施設」という。）に対し、 

次に掲げる支援を行う。 

  （１）受入施設への生活物資等の提供及び職員の派遣 

  （２）その他必要と認められる支援 

 

（支援の要請） 

第３条 利用者の避難等を必要とする被災施設が、前条第１項に掲げる支援を要請しよう

とするときは、会長に対し支援要請書（様式第１号）により要請を行うものとする。ただ

し、緊急を要するときは口頭により行い、その後、速やかに文書をもって行うものとする。 

２ 利用者の避難を必要としない被災施設が、前条第１項第２号及び第３号に掲げる支援

を要請しようとするときは、会長に対し支援要請書（様式第２号）により要請を行うもの

とする。ただし、緊急を要するときは口頭により行い、その後、速やかに文書をもって行

うものとする。 

３ 受入施設が前条第２項に掲げる支援を要請しようとするときは、会長に対して支援要

請書（様式第３号）により要請を行うものとする。ただし、緊急を要するときは口頭によ

り行い、その後、速やかに文書をもって行うものとする。 

 

 



（支援の通知） 

第４条 支援要請書により支援要請があった場合は、役員会において協議し、速やかに支援

内容通知書（様式第４号）により被災施設と支援法人に通知する。ただし緊急を要する場合

は、口頭により支援の内容を通知し、その後速やかに文書をもって行うものとする。 

 

（支援の実施） 

第５条 支援法人は、実際の支援にあっては、被災施設又は受入施設との間で調整等を行っ

て速やかに支援を行うものとする。ただし、派遣職員の担当する業務については、派遣職

員の安全を確保することを前提とする。 

 

（指揮命令） 

第６条 派遣職員は、被災施設または受入施設の長の指揮命令下で活動するものとする。た

だし、これにより難い場合は、被災施設又は受入施設と支援法人との協議の上、決定する

ものとする。 

 

（費用負担） 

第７条 支援に要した費用のうち、被災施設又は受入施設に対する生活物資等の提供につ

いては、被災施設の負担を基本とする。ただし、その他の費用については、被災施設また

は受入施設と支援法人との協議の上、決定するものとする。 

 

（損害補償等） 

第８条 派遣職員の損害補償等については、次に掲げる方法により処理するものとする。 

（１）派遣職員が、被災施設又は受入施設への往復途中または支援活動中において、支援活

動に起因して負傷し、若しくは疾病にかかり、又は死亡した場合は、支援法人が補償す

るものとする。ただし、必要に応じて支援法人は被災施設又は受入施設との協議により

各施設が加入する補償の範囲内で求償を行うことができる。 

（２）派遣職員が、第三者に損害を与えた場合においては、被災施設又は受入施設は各施設

が加入する補償の範囲内で、その損害を補償するものとする。ただし、被災施設または受

入施設への往復途中に第三者に損害を与えた場合は、支援法人がその損害を補償するも

のとする。 

 

（情報共有） 

第９条 この協定に基づく支援を効果的に実施するため、会員法人は非常時連絡簿（別紙）

を整備し、これを共有するとともに、必要に応じて非常時連絡簿の更新を行うものとする。 

 

 



（補則） 

第１０条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じたときは、役員会等で決定するもの

とする。ただし、緊急を要するときは、被災施設又は受入施設と支援法人との協議の上、

決定するものとする。 

２ 会員法人が、会員法人以外の社会福祉法人から第２条の支援と同様の支援要請を受け

た場合は、可能な限り協力するものとする。 

 

 

この協定の締結を証するため、会員法人の代表者がそれぞれ署名の上、各自その 1通を

保有するものとする。 
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